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は し が き

平成２０年７月から同年１２月までの６ヶ月における運輸審議会の業務の概要を明ら

かにするため、運輸審議会半年報をここに刊行する。

この半年報は、運輸審議会一般規則（昭和２７年運輸省令第８号）第７条の規定に基

づく業務報告書として作成したもので、同期間における運輸審議会の活動概要、事案処

理状況、答申書、当審議会の委員の構成等を集録している。

この半年報が運輸に関する諸問題の理解の参考になれば幸いである。
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［巻頭言］

◆運輸審議会設置６０周年を迎えるに当たって
国土交通事務次官 春田 謙

運輸審議会が旧運輸省設置と同時に昭和

２４年６月１日に設置されてから、今年で

６０周年を迎えることになります。運輸事

業の分野では、平成１０年代の初頭まで、

事業免許や運賃認可等の規制が広範に講じ

られており、その後もバス・鉄道の上限運

賃認可等の規制が課されていますが、運輸

審議会は、競合する事業者や交通機関の利

用者などの錯綜する利害関係等を踏まえつ

つ、大所・高所の見地に立った判断・決定

を行い、公平かつ合理的な行政処分の実現

に対して甚大なる御貢献をしてこられまし

た。まずは運輸審議会の活動に携わってこ

られた委員の先生方を始め関係者の方々に

厚く感謝申し上げます。

さて、我が国は、本格的な人口減少・高

齢化社会の到来、急速な経済のグローバル

化、地球環境問題の深刻化、国民の価値観

の更なる多様化等歴史的な転換の時期を迎

えております。加えて、昨年の９月以降の

金融危機や世界的な景気後退が我が国にも

大きな影響を及ぼしており、特に地方経済

は非常に厳しい状況にあります。

こうした経済社会情勢の変化の中で、国

土交通行政の分野では、「自立した活力あ

る地域づくり」、「安全・安心で豊かな社

会づくり」、「地球環境に対応したくらし

づくり」等が喫緊の課題となっており、こ

れら諸課題に対応すべく公共交通の活性化

が求められているところでありますが、そ

の実現に当たっては、事業者の経営基盤の

安定化にとどまらず、利用者の利便性の向

上や安全性の確保、地域社会との連携、あ

るいは、限られた交通インフラの有効かつ

効率的な活用といった観点から行政を展開

していくことが必要となっております。

このように生活者あるいは一般国民の目

線に立った行政運営に対する要求が強まり、

また、運輸事業を取り巻く環境が変化する

中で、鉄道・バスの上限運賃認可や事業停

止命令、混雑空港を使用した運航の許可、

運輸安全マネジメント評価の実施に係る基

本方針の策定などの交通機関の利用者・国

民生活や事業経営の双方に多大な影響を与

える行政処分について、法律、経済、経営

等の各分野の専門家から成る機関が、関係

各方面の情勢を幅広く汲み上げつつ、それ

ぞれの観点を見据えて大所・高所からの判

断を行い、その結果を行政処分に適切に反

映させていくことが、従来以上に重要にな

ってくるものと考えられます。その意味で

運輸審議会に求められる役割は、その重要

性を一段と増すことになるでしょう。

最後になりますが、我が国の経済社会を

取り巻く情勢は、これまで以上にめまぐる

しく変わっていくことが予想され、その中

で国土交通行政についても不断の見直しが

要請されるところでありますが、運輸審議

会がこうした状況に的確に対応され、適正

な行政運営に対し一層の御貢献をいただく

ことを祈念しまして、私の挨拶とさせてい

ただきます。
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◆運輸審議会の果たすべき役割
運輸審議会会長 竹田 正興

運輸審議会は今年満６０歳となった。在

籍された委員は、歴代次官を除いても７６

名に及び大臣からの諮問事項の答申件数は

１万３千余件の多きを数える。

昭和２４年６月１日占領下の連合国総司

令部の意向の下に、運輸審議会は運輸大臣

の諮問機関として設置され、原則公聴会主

義を貫き、運輸行政が運輸事業の発展と公

共の利益に資するよう「公平で合理的な決

定」を行ってきた。

とくに日本経済の復興期に当たる昭和２

０年代の後半に、自動車、鉄道、海運など

の事業免許、運賃改定など年間１千件を超

える膨大な案件を審議答申してきたことは、

ただ驚くばかりである。

ご承知のように、平成２年のいわゆる物

流二法による「規制緩和」が始まるまでは、

運輸事業は運輸行政の規制・監督の下で、

事業の新規参入や事業範囲の拡大、運賃料

金などの自由度は厳しく制限されていた。

そのような時代に、各事業者は、大臣を通

じて運輸審議会へ諮問し、その判断を仰ぐ

ことによって、その目的をかなえることが

出来るということで、当時の運輸審議会は

事業者から大いに頼りにされると同時に、

国民の側から見ても運賃改定の負担力の判

断などは運輸審議会の公正中立な決定が拠

り所になっていたのである。こうして運輸

審議会は大活躍はしてきたが、規制監督行

政時代の申し子でもあった。

そして、規制緩和が浸透した近年の運輸

審議会の審議答申件数は、さすがに大幅に

減少した。そのため平成２０年１０月をも

って、従来４人で構成していた常勤委員を

２人とし（その結果、非常勤委員が２人か

ら４人となる）、事務局も大幅に削減して、

最小限態勢への移行の已む無きに至った。

しかしこれまで、多くの諸先輩のご努力

のお陰をもって培われた運輸審議会は、

① 件数的には少なくなったものの、今な

お各般にわたる重要な大臣の行政処分事項

について、原則公聴会主義の下で迅速公正

な判断を行っており、その組織機能は十分

に定着し、国民に信頼されていること。

② また規制緩和時代を迎えて、各事業者

に「安全確保の事業運営」を定めた「運輸

安全一括法」が施行されたことにより、当

運輸審議会が安全確保など新しい課題にも

十分対応できるよう専門部会の強化もあり、

能力・体制は充実された面もある。この運

輸事業に対する「安全マネジメント評価制

度」の導入は、「事故を予防する安全性創

造の事業運営」を進めるものであり、重要

な審議事項が加わったものと認識している。

③ さらに運輸審議会は実質的に行政委員

会に近い機能を有する審議会であるため、

頻繁に人事異動が避けられない行政組織の

中にあって、各界の優れた有識者が任期の

間腰を据えて、公正かつ民主的に意思決定

を行うため、運輸行政の公正、安定、一貫

性を保つ意味で、他に類を見ない重要かつ

貴重な役割を果たしている。

われわれ運輸審議会委員は今後の新しい

時代変化の諸要請に応じ、このような与え

られた役割を十分認識して、運輸行政発展

のため努力してまいりたい。
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◆運輸審議会６０年の歩み

運輸審議会審理室長 小室 充弘

運輸審議会が昭和２４年に設置されてから、今年で６０周年を迎える。

運輸審議会の役割は、個別法の規定に基づき、運輸大臣（昭和２４年６月

１日～平成１３年１月５日）そして国土交通大臣（平成１３年１月６日以

降）の行う行政処分等について諮問を受け、これに対し公平かつ合理的な

決定を行い答申し、さらには必要な勧告を行うことであるが、その審議事

項や組織体制については、運輸事業を取り巻く状況に応じて、変化がみら

れるところである。ここでは６０年間にわたる運輸審議会の歩みを簡潔に

振り返ってみることとしたい。

１．運輸審議会の発足

運輸審議会は昭和２４年６月１日に運

輸省設置法に基づき運輸省の設置ととも

に発足したが、それは新しい行政組織に

ついて相反する考え方を持っていた連合

国軍最高司令部（米国側）と運輸省当局

（日本側）との間における難渋した調整

の末に生み出されたものであった。

昭和２３年、勅令であった各省官制を

各省設置法に改めるべしとの連合軍最高

司令部の指示を受け、運輸省でも運輸省

設置法の立案作業が開始された。

しかしながら、連合軍最高司令部は、

当時の米国連邦政府には現在のＤＯＴ

（米国運輸省）のような組織がなく、運

輸事業に関する広範な免許、許認可等の

権限を独任制の行政機関に委ねた場合、

行政処分に長官の恣意が入り、その公正

性が損なわれるのではないかと危惧する

意見もあったことから、運輸省を廃して、

米国の州際交通委員会（ＩＣＣ）になら

った行政委員会を発足させ、その下に運

輸行政を担当する各部局を置設するとの

提案をしてきた。

これに対し、運輸省当局は、日本の国

情は連邦制をとる米国とは全く異なって

おり、米国型の行政委員会では運輸行政

を的確に行うことはできなとの理由で強

く反発し、連合軍最高司令部の説得を粘

り強く続けた。

その結果、運輸省はそのまま残した上

で運輸審議会を設置し、運輸大臣は免許、

許認可等の行政処分を運輸審議会に諮問

し、その決定を尊重して行政を行わなけ

ればならないとすることで、ようやく双

方が了解したのである。

また、運輸審議会の組織については、

常勤の委員７人（うち１人は運輸次官）

で構成することとしたが、運輸審議会が

実質的に行政委員会に近い機能を有する

ことを踏まえ、委員の任命は内閣総理大

臣が両議院の同意を行うほか、任期制

（３年）、身分保障、兼職の禁止、政治

的中立、守秘義務等が適用されることと

なった。

さらに、米国の州際交通委員会になら

って、一般利用者等の意見を聴取し、こ

れを行政処分に反映する仕組みとして公

聴会の制度等が取り入れられた。

このほか、運輸審議会の事務を担当す
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る部署として、大臣官房に運輸審理官室

が設置された。

２．事前規制型行政の下で毎年多数の審議

事案を処理

運輸事業は、平成２年の物流二法を皮

切りに逐次規制緩和が実施されるまでは、

陸海空の各輸送モードともに、需給調整

規制（新規参入に当たっての事業免許、

特許）、運賃・料金の認可規制等が実施

されていた。

こうした状況において、運輸審議会の

諮問事項は、鉄軌道、乗合バス、トラッ

ク、旅客船、航空、港湾運送等の諸事業

に係る免許（特許）や運賃・料金の設定

・変更の認可など運輸大臣の権限に属す

る主要な行政処分のほとんどに及んでお

り（注）、運輸審議会は、諮問に応じて

公平かつ合理的な決定・答申を行うこと

を通じて、運輸事業の健全な運営、ひい

ては、国民生活の安定や経済活動の発展

に非常に大きな貢献を果たした。

運輸審議会の審議状況の推移をみると、

設立当初の数年間、いわゆる戦災復興期

に相当する時期は答申件数が極めて膨大

であり、昭和２５～２８年には毎年１０

００件前後の答申がなされていた。（表

１）モード別ではトラックが最も多く、

バスや鉄道がこれに次ぐ状況であった。

また、当時は免許事案について必ずしも

競合する事業者間の調整を十分に行った

上で諮問が行われたいたわけではなく、

審議会の場で利害調整をめぐり議論が伯

仲することも多かったようである。

その後、昭和３０年代に入ると答申件

数は毎年３００～５００件程度となり、

昭和４０年代から平成１０年頃までは概

ね１００件台で推移した。（表１）高度

成長を迎え、世の中が落ち着いて来るに

従い、運輸審議会が直接事業者間の調整

に当たるような事案は次第に減少する一

方で、物価水準が長期的にインフラ基調

で推移したことから、鉄道やバスの運賃

改定が定期的に行われるようになり、運

輸審議会は運賃認可申請の審査機関とし

ての比重が高まった。こうした運賃の審

査では、消費者意識の高まりに対応する

観点から、公聴会が重視されることとな

り、運輸審議会は、大手民鉄や東京周辺

のバスの運賃改定などの社会的影響の大

きい事案については職権により公聴会を

開催し、運賃その他のサービスの問題に

ついて直接利用者の意見を聴取し、これ

を行政に反映させる仕組みを作り上げて

いった。また、国鉄運賃については、昭

和５２年に法定制から事実上の認可制に

移行したことに伴い運輸審議会で審議さ

れるようになり、さらに、昭和６２年の

分割民営化（ＪＲ各社の発足）によって、

他の大手民鉄と全く同様に扱われるよう

になった。

このほかの動きとしては、航空輸送の

発達に伴い、航空関係の事案（路線免許、

運賃認可等）の比重が次第に増加したの

に対し、トラックに関する事案は昭和４

０年代以降急減し、最終的には平成２年

の物流二法の成立による規制緩和の結果、

トラック関係の事業免許等は運輸審議会

の諮問事項から除外されることとなった。

（答申件数には、ほとんど影響がなかっ

た。）

なお、事前規制型行政の下で、運輸審

議会の組織については、常勤委員７名体

制が維持されるとともに、審議会の事務

担当部署として、昭和５３年には、大臣

官房運輸審理官室に代わって運輸審議会

事務局が設置された。

（注）タクシーなどの行政処分や本文中の

鉄軌道等に関する行政処分でも小規模

事業者に係るものは地方運輸局長に権

- 6 -
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限委任されており諮問の対象外。

３．省庁再編成と規制緩和への対応

事前規制型行政の下で、運輸審議会は

常勤委員７人体制により毎年１００件超

の答申を行うといった状況が長期間にわ

たり続いていたが、平成１０年代の初期

に省庁再編成と規制緩和（需給調整規制

の撤廃等）という二つの変革に直面し、

運輸審議会を取り巻く状況は大きく変化

した。

まず、省庁再編成の関係では平成１３

年１月６日に運輸省、建設省、国土庁、

北海道開発庁の４省庁が統合され新たに

国土交通省が誕生した。その際、既存の

審議会についても整理合理化が行われた

が、運輸審議会は国土交通省の審議会と

して存続することとなった。しかし、そ

の組織については、委員のうち事務次官

が除かれ６人体制となったほか、委員の

任命権者が内閣総理大臣から国土交通大

臣に変更される（国会同意は継続）など

の見直しが行われた。

次に、規制緩和の関係では、物流二法

によるトラック事業の需給調整規制の廃

止等に続いて、他の輸送モードについて

も事業の活性化・効率化等を図る観点か

ら同様の措置を求める声が高まり、運輸

省は平成８年末に需給調整規制を原則廃

止する方針を決定した。その後は、利用

者の保護や安全の確保など所要の環境整

備方策を検討した上で、平成１１～１２

年に逐次関係する事業法の改正を行い

（平成１２～１４年に順次施行）、鉄道、

バス（乗合、貸切）、タクシー、旅客船、

航空、港湾運送の各分野において需給調

整規制の廃止（新規参入を免許制から許

可制に変更）や運賃規制の緩和（航空等

の運賃を認可制から届出制に変更）等の

措置を実施した。（表２）

運輸審議会との関係について言えば、

鉄道・バスの上限運賃認可は引き続き諮

問事項とされたものの、事業参入に係る

審査や航空等の運賃に係る審査は諮問事

項から除外されることとなった。その一

方で、混雑空港を使用して運航を行うこ

との許可やタクシー事業に係る緊急調整

地域の指定等が新たに運輸審議会の諮問

事項として追加されたほか、規制緩和に

伴い行政の力点が事前関与から事後的措

置に移行したことに対応して、運賃料金

の変更命令、事業の停止命令等も諮問事

項とされた。

しかしながら、運輸審議会の審議事項

は全体としては縮小されたため、平成１

３年１０月には、審議会の機能を損なわ

ない範囲内で委員６人のうち２人を非常

勤委員に移行し、組織のスリム化を図っ

た。

また、運輸審議会の答申件数は平成９

年の１４７件から１０年には６０件、１

１年には５５件、そして１２年には１０

件と急激に減少し、その後は年によって

差異はあるものの、概ね年間１０件前後

で推移するようになった。（表１）これ

には、規制緩和に伴う審議事項の縮小に

加え、従来定期的に行われていた鉄道・

バスの運賃改定について規制緩和後の運

賃引き下げへの期待感、物価のデフレ傾

向、運賃引き上げによる旅客逸走等の事

情により事業者側で申請を見送らざるを

得なかったことも影響している。（例え

ば、乗合バスの上限運賃改定申請は平成

１１～１７年の間、諮問事案がなかっ

た。）

４．運輸安全マネジメントに関する審議事

項の追加

国土交通省は、平成１８年度に運輸安

全マネジメント制度（事業者による経営
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トップから現場まで一丸となった安全管

理体制の構築と国による評価の実施）を

導入したが、運輸安全一括法により、各

事業法（鉄道事業法等８本）では、安全

管理規程に係る報告徴収等（運輸安全マ

ネジメント評価）の実施に係る基本的な

方針の策定については運輸審議会の諮問

事項と規定されたため、運輸安全マネジ

メントに関する事項が審議対象に加わる

こととなった。

これを受けて、平成１８年５月には運

輸安全確保部会の設置及び部会に属する

専門委員６人の任命（部会には本委員３

人も参加。専門委員は２０年５月より７

人に増加）が行われ、６月には基本方針

案の諮問があったが、運輸審議会は、部

会での検討結果を踏まえて８月には答申

を行うとともに、国土交通大臣に対して

当局による所要の組織体制の整備など５

項目を要望した。

さらに、運輸審議会は、その後も運輸

安全マネジメント制度の担当部局から定

期的に報告を受け、同制度の実施状況や

課題事項についてのフォローアップを実

施しているところである。

５．平成２０年１０月の組織変更と今後の

展望

運輸審議会は規制緩和後に諮問事項と

された事案にも適宜対応（タクシー事業

の緊急調整地域の指定（沖縄、仙台）、

混雑空港を使用した運航の許可、運輸安

全マネジメント評価の基本方針）してき

たが、答申件数自体は従前に比べ低調で

あり、こうした中で、平成２０年１０月

には、運輸審議会の組織は、国土交通省

の組織改編の一環として更にスリム化さ

れることとなった。

具体的には運輸安全委員会の設置、体

制の強化との見合いで運輸審議会の常勤

委員４人のうち２人を非常勤に移行した

ものであり、この結果、委員６人のうち

非常勤委員が４人と過半数を占めるよう

になった。また、専属の事務局も廃止と

なり、総務・管理部門は総合政策局に統

合され、審議に直接関与する部門のみが

運輸審議会審理室として存置されること

になった。

しかしながら、組織のスリム化は運輸

審議会の重要性の低下を意味するもので

はない。本格的な人口減少・高齢化社会

の到来等により公共交通の重要性が高ま

る中で運輸審議会が利用者の利便性・安

全性を確保する観点から運輸事業に係る

行政処分に関与する必要はむしろ高まっ

ているとみるべきであろう。実際の案件

としてもバスの上限運賃改定、都市鉄道

新線の開業に伴う上限運賃の設定、混雑

空港を使用した運航の許可（定期更新、

羽田空港の容量拡大への対応）等の審議

があるほか、運輸安全マネジメント制度

の効果的・効率的な運用に関する調査・

検討も期待されるところである。

最後に運輸審議会が今後も運輸行政の

的確な運営に更なる貢献を行い、なお一

層活躍することを期待して筆を置くこと

としたい。（現行の審議事項一覧：表

３）



（表１）
運輸審議会　答申件数一覧（昭和２４年～平成２０年）

        （答申件数）
部門別 自　　　　　動　　　　　車

海　　運 港　　湾 港湾運送 鉄 道 １ 鉄 道 ２ 旅客自動車 貨物自動車 通　　　運 自動車タ 航　　空 郵便物運 行政不服 運輸安全 計

年 ーミナル 送委託法 審査法

  昭２４ 3 － － 4 19 0 0 9 － － － － － 35
２５ 31 1 － 3 44 238 374 234 － － 4 － － 929
２６ 13 8 2 6 179 224 416 145 － 7 0 － － 1,000
２７ 21 19 0 4 107 129 516 109 － 0 2 － － 907
２８ 214 34 0 0 121 220 543 72 － 7 1 － － 1,212
２９ 25 4 0 1 36 83 167 50 － 0 1 － － 367
３０ 36 5 0 0 32 272 128 15 － 4 3 － － 495
３１ 9 3 0 0 44 247 77 21 － 0 0 － － 401
３２ 15 6 1 1 77 323 104 2 － 1 1 － － 531
３３ 9 2 1 0 48 233 96 1 － 0 0 － － 390
３４ 8 3 0 0 35 217 88 1 0 0 0 － － 352
３５ 5 2 0 1 30 97 114 17 0 0 0 － － 266
３６ 3 5 3 1 60 180 74 10 0 7 0 － － 343
３７ 11 3 1 0 89 273 101 15 0 15 0 0 － 508
３８ 6 8 0 0 32 133 49 24 0 26 0 0 － 278
３９ 10 6 0 0 39 79 30 13 0 14 0 0 － 191
４０ 6 5 3 1 87 166 27 1 0 30 0 0 － 326
４１ 13 1 0 0 56 74 27 3 0 27 0 0 － 201
４２ 3 0 0 0 31 37 35 2 0 14 0 0 － 122
４３ 4 0 0 1 38 38 20 1 0 5 0 0 － 107
４４ 10 0 0 1 43 98 35 3 0 1 0 0 － 191
４５ 15 0 0 0 56 98 36 0 0 2 0 0 － 207
４６ 32 0 0 0 32 20 14 0 0 8 0 0 － 106
４７ 6 0 0 1 31 145 13 0 0 25 0 0 － 221
４８ 14 0 1 1 20 83 2 1 0 9 0 0 － 131
４９ 22 0 0 1 52 257 1 0 0 9 0 0 － 342
５０ 5 0 2 1 38 108 0 1 0 7 0 0 － 162
５１ 18 0 4 1 19 90 1 0 0 2 0 0 － 135
５２ 13 0 4 0 31 103 0 0 0 8 0 0 － 159
５３ 16 0 0 1 38 96 1 1 0 7 0 0 － 160
５４ 5 0 4 1 24 100 0 0 0 12 0 0 － 146
５５ 23 0 4 1 21 85 1 1 0 11 0 0 － 147
５６ 5 0 0 1 50 104 0 0 0 10 0 0 － 170
５７ 11 0 4 2 28 85 1 1 0 3 0 0 － 135
５８ 2 0 0 0 22 73 1 0 0 3 0 0 － 101
５９ 5 0 0 2 44 110 1 0 0 1 0 0 － 163
６０ 0 0 4 1 28 72 3 0 0 3 0 0 － 111
６１ 0 0 0 1 28 75 1 0 0 11 0 0 － 116
６２ 1 0 0 1 21 73 17 0 0 7 0 0 － 120
６３ 0 0 4 2 30 39 0 0 0 10 0 0 － 85

　平元 1 0 0 1 16 99 0 0 0 15 0 0 － 132
２ 2 0 0 1 13 64 0 0 0 19 0 0 － 99
３ 1 0 4 0 25 75 0 － 0 30 0 0 － 135
４ 1 0 0 0 19 57 0 － 0 27 0 0 － 104
５ 3 0 0 1 8 52 0 － 0 32 0 0 － 96
６ 0 0 0 0 11 27 0 － 0 41 0 0 － 79
７ 5 0 1 3 31 49 0 － 0 24 0 0 － 113
８ 1 0 0 1 12 20 0 － 0 66 0 0 － 100
９ 2 0 0 1 15 76 0 － － 53 0 0 － 147

１０ 1 0 0 0 7 5 0 － － 47 0 0 － 60
１１ 2 0 0 0 5 1 0 － － 47 0 0 － 55
１２ 1 0 0 0 2 4 0 － － 3 0 0 － 10
１３ 0 0 0 0 2 2 0 － － 2 0 0 － 6
１４ 0 0 0 0 2 1 0 － － 8 0 0 － 11
１５ 0 0 0 0 2 1 0 － － 3 － 0 － 6
１６ 0 0 0 0 2 1 0 － － 33 － 0 － 36
１７ 0 0 0 0 6 1 0 － － 3 － 0 － 10
１８ 0 0 0 0 0 2 0 － － 4 － 0 1 7
１９ 0 0 0 0 3 3 0 － － 4 － 0 0 10
２０ 0 0 0 0 0 8 0 － － 1 － 0 0 9
計 668 115 47 50 2,041 5,725 3,114 753 0 768 12 0 1 13,294

　　　　〈注〉　鉄道１：ＪＲ旅客会社、貨物会社（国鉄民営化（昭和62年４月１日）に伴う旅客会社、貨物会社）
　　　　　　　　鉄道２：ＪＲ旅客会社、貨物会社以外

－ 9 －



（表２）
各事業分野における需給調整規制廃止後に伴う制度改正の概要

旅客鉄道事業 貸切バス事業 国内旅客船事業 国内航空運送事業

法 律 名 鉄道事業法の一部を改 道路運送法の一部を改 海上運送法の一部を改 航空法の一部を改正す

正する法律 正する法律 正する法律 る法律

参 入 路線毎の免許制 事業区域毎の免許制 航路毎の免許制 路線毎の免許制

→路線毎の許可制 →事業毎の許可制 →航路毎の認可制 →事業毎の許可制

退 出 許可制 許可制 認可制 休止の許可

→事前届出制(1年前) →事後届出制 →事前届出制(30日前、 →路線の廃止に係る運

指定区間に係るものは6 航計画の変更届出(原則

ヶ月前) 6ヶ月前)

運賃･料金 認可制 認可制 認可制 認可制

→上限認可制の下での →事前届出制 →事前届出制(指定区間 →事前届出制

事前届出制 (変更命令可能) に係るものは上限認可 (変更命令可能)

(変更命令可能) 制の下での事前届出制)

(変更命令可能)

そ の 他 乗継円滑化措置の創設 指定区間における参入 混雑飛行場使用の許可

認定鉄道事業者制度の の際の許可基準の強化 制度の創設

創設

ｽｹｼﾞｭｰﾙ等 公布11年５月21日 公布11年５月21日 公布11年６月11日 公布11年６月11日

施行12年３月１日 施行12年２月１日 施行12年10月１日 施行12年２月１日

タクシー事業 乗合バス事業 港湾運送事業

法 律 名 道路運送法の一部を改 道路運送法の一部を改 港湾運送事業法の一部

正する法律 正する法律 を改正する法律

参 入 事業区域毎の免許制 路線毎の免許制 主要９港について免許

→事業毎の許可制 →事業毎の許可制 制

→許可制

退 出 許可制 許可制 主要９港について許可

→事後届出制 →事前届出制(6ヶ月前) 制

→事前届出制(30日前)

運賃･料金 認可制 認可制 主要９港について認可

→認可制(認可基準を上 →上限認可制の下での 制

限価格の基準に変更) 事前届出制 →事前届出制

(変更命令可能) (変更命令可能)

そ の 他 運行管理者の資格試験 運行管理者の資格試験 港湾運送の安定化策(事

度の創設 制度の創設(なお、貸切 業者の欠格事由の拡充

緊急調整措置の導入 バス事業にも同様の措 等)の導入

置を追加)

ｽｹｼﾞｭｰﾙ等 公布12年５月26日 公布12年５月26日 公布12年５月17日

施行14年２月１日 施行14年２月１日 施行12年11月１日
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（表３）

運輸審議会の現行の審議事項一覧

Ⅰ．鉄道関係 Ⅲ．海運関係

【鉄道事業法】 【海上運送法】

旅客運賃等の上限の設定及び変更認可 ※一般旅客定期航路事業に係る運賃又は料金の変更

旅客運賃等（上限を含む。）又は貨物の運賃若しく 命令

は料金の変更命令 ※一般旅客定期航路事業に係る運賃の上限の設定及

事業の停止命令又は許可の取消し び変更認可（指定区間に係るもの）

安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定 ※一般旅客定期航路事業に係る事業の停止命令又は

【軌道法】 許可の取消し

事業の特許 ※一般旅客定期航路事業に係るサービス改善命令

運賃及び料金の認可 （運賃の上限の変更命令に係るものに限る。）

運賃又は料金の変更命令 安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定

軌道の譲渡又は事業の管理の委託若しくは受託の許 【内航海運業法】

可 安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定

会社の合併又は分割の認可 【内航海運組合法】

事業の休止又は廃止の許可 事業活動の規制に関する命令

特許の取消し

安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定 Ⅳ．港湾関係

【旅客鉄道株式会社及び貨物鉄道株式会社に関する法 【港湾法】

律】 重要港湾の港湾区域の認可及び変更認可

ＪＲ本州３社に対する事業経営に必要な措置をとる 港務局設立等についての調停

よう発せられる大臣の命令 臨港地区の区域の変更請求

【都市鉄道等利便増進法】 港湾利用料金の料率・入港料の変更請求

速達性向上計画の認定（軌道法の特許に係るもの） 政令で定める重要港湾の入港料の上限の設定・変更

【地域公共交通の活性化及び再生に関する法律】 に係る同意

軌道運送高度化実施計画の認定（軌道法の特許に係 港湾管理者を設けるべきことの勧告

るもの） 【港湾運送事業法】

新地域旅客運送事業計画の認定（軌道法の特許に係 ※運賃及び料金の変更命令

るもの） ※事業の停止命令又は許可の取消し

鉄道事業再構築実施計画の認定（鉄道事業法の旅客

運賃等の上限の設定及び変更認可に係るもの） Ⅴ．航空関係

【航空法】

Ⅱ．自動車関係 運賃又は料金の変更命令

【道路運送法】 混雑空港を使用して運航を行うことの許可

緊急調整地域の指定（タクシー） 事業の停止命令又は許可の取消し

運賃等の上限の設定及び変更認可（乗合バス） 安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定

運賃等の上限又は運賃若しくは料金の変更命令（乗

合バス） Ⅵ．その他

事業の停止命令又は許可の取消し（乗合バス、貸切 【行政不服審査法】

バス、タクシー） 行政処分についての不服申立に対する決定等

※貸切バス、タクシー事業の運賃又は料金の変更命

令

※タクシー事業の運賃及び料金の設定及び変更認可 注：※を付した許認可等は、全て地方運輸局権限とさ

安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定 れており、運輸審議会に付議されることはない。

【貨物自動車運送事業法】

緊急調整地域・緊急調整区間の指定

標準運賃及び標準料金の設定

安全管理規程に係る報告徴収等の基本的方針の策定
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Ⅰ 今期の活動概要

■ 概 況

今期は、運賃関係が、答申６件（旅客自動

車６件）及び軽微認定５件（鉄道１件、旅客

自動車４件）、許可等関係が、答申２件（旅

客自動車１件、航空１件）及び軽微認定１件

（港湾１件）であった。

１ 運賃関係事案

○ 鉄・軌道事業

阪神電気鉄道㈱からの阪神なんば線開業に

伴う旅客運賃（加算運賃）の上限設定認可申

請事案について、８月５日、19日に説明を聴

取し、同月26日軽微な事案として認定した。

○ 一般乗合旅客自動車運送事業

11月18日に諮問された㈱琉球バス交通、沖

縄バス㈱、山交バス㈱、弘南バス、新潟交通

㈱及び越後交通㈱の一般乗合旅客自動車運送

事業の上限運賃変更認可申請事案について、

11月27日、12月２日、４日審議の上、同月９

日申請どおり認可することが適当である旨答

申した。

那覇バス㈱、東陽バス㈱、新潟交通観光バ

ス㈱及び高知県交通㈱の一般乗合旅客自動車

運送事業の上限運賃変更認可申請事案につい

て、11月27日、12月２日に説明を聴取し、同

月９日軽微な事案として認定した。

２ 許可等関係事案

○ 一般乗用旅客自動車運送事業

７月24日に諮問された一般乗用旅客自動車

運送事業に係る緊急調整地域の指定（仙台

市）事案について、同日付けで運輸審議会主

催の参考人意見聴取会を開催すること及び運

輸審議会審理官による現地調査を実施するこ

とを決定し、同月28日から29日の２日間審理

官による現地調査を実施し、同月31日審議を

行い、８月７日運輸審議会審議室において運

輸審議会主宰による参考人意見聴取を実施し、

同月21日審議の上、同月28日緊急調整地域に

指定することは、平成20年９月１日から平成

22年８月31日までに限り認めることが適当で

（写真）ある旨答申した。

○ 定期航空運送事業

９月25日に諮問された㈱ジェイエアからの

関西国際空港に係る混雑空港運航許可申請事

案について、10月14日、16日審議の上、同月

21日許可することが適当である旨答申した。

○ 港湾

茨城県からの常陸那珂港に係る港湾区域の

変更認可申請事案について、12月11日に説明

を聴取し、同月16日軽微な事案として認定し

た。

３ その他事案

○ 鉄・軌道事業

多摩都市モノレール（平成16年７月答申）

フォローアップについて、７月15日に鉄道局

及び多摩都市モノレール㈱から説明を聴取し、

千葉都市モノレールの軌道事業の廃止につい

て（平成12年１月答申フォローアップ）、10

月７日に鉄道局及び千葉都市モノレール㈱か

ら説明を聴取し、名古屋臨海高速鉄道㈱あお

なみ線の現状について（平成16年７月答申フ

ォローアップ）、11月13日に鉄道局から説明

を聴取した。

○ 運輸安全関係事案

運輸安全マネジメント評価の実施状況につ

いて、９月９日に運輸審議会本審議会及び10

月23日に運輸審議会本審議会・運輸安全確保

部会合同会議において、いずれも大臣官房運

輸安全監理官から説明を聴取した。

○ 現地調査

７月３日に、羽田空港の再拡張現場につい

て、現地調査を行った。

○ 説明聴取事案

26件の案件について説明を聴取した。

写真

一般乗用旅客自動車運送事業に係る緊急調整地域の

指定（仙台市）事案の答申書手交の模様

- 12 -



－ 13 －－ 13 －

1 0 0 0 1 2

Ⅱ　運輸審議会審議事案等の処理状況 　（ 平成20年７月１日から ）平成20年12月31日まで

１　事案処理状況

区 分

鉄

道

自

動

車

航

空

運

輸

安

全

そ

の

他

計

審 議 事 案 件 数 1 11 1 0 1 14

答 申 事 案 件 数 0 7 1 0 0 8

公 聴 会 開 催 事 案 件 数 0 0 0 0 0 0

意 見 聴 取 実 施 事 案 件 数 0 1 0 0 0 1

部 会 審 議 事 案 件 数 0 0 0 0 0 0

軽 微 認 定 事 案 件 数 1 4 0 0 1 6

予め定められた軽微事案に関する認定基準に基づ予め定められた軽微事案に関する認定基準に基
いて国土交通大臣が処分し、通知のあった件数

1 0 0 0 1 2

２　その他の状況

区 分

鉄

道

自

動

車

航

空

運

輸

安

全

そ

の

他

計

　過 去 の 答 申 に 対 し て フ ォ ロ ー ア ッ プ
　を 実 施 し た 件 数

3 0 0 2 0 5

説 明 聴 取 件 数 5 6 2 2 11 26

現 地 調 査 件 数 0 0 1 0 0 1



Ⅲ 答申の概要

今期は、旅客自動車関係７件及び航空関係１件の合計８件について、国土交通大臣から

の諮問に対して答申をした。その概要は次のとおりである。

１ 一般乗用旅客自動車運送事業に係る緊急調整地域の指定事案

国土交通大臣は、平成２０年１月９日から同年８月３１日までの間にわたり緊急調整地

域として指定した仙台市営業区域について、一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー事業）

の供給輸送力が輸送需要量に対して著しく過剰となっており、当該供給輸送力が更に増加す

ることにより、輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となるおそれがあると認め

て、平成２０年９月１日から平成２３年１月８日までの間（平成２０年１月９日の当初指定

から通算して３年間 、引き続き同営業区域を緊急調整地域として指定したいとして、運輸）

平成２０年７月２４日付けで国土交通大臣から諮問を受けた。審議会は、

当審議会は、現地調査を実施するとともに、参考人意見聴取会を開催し、慎重に審議

をした結果、平成２０年８月２８日に、仙台市営業区域を緊急調整地域として指定する

指定期間については、指定に伴い実施されることはやむを得ないものであると認めるが、

タクシー事業構造改善計画の達成に必要な期間と、営業の自由を制限する極めて権利制限性

の強い緊急調整措置を長期間継続することの問題とを勘案して、平成２０年９月１日から平

成２２年８月３１日までに限り認めることが適当である旨の答申をした。なお、少数意見と

して 「当初の指定から通算して２年間となる平成２０年９月１日から平成２２年１月８日、

までとすることが適当である 」との意見が出された。。

仙台市におけるタクシーに係る各種指また、答申に併せて、国土交通大臣に対し、①

標等の改善状況及びタクシー業界の取り組み状況について、１年後を目途に当審議会に報告

するとともに、対外的にも公表し、輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となる

おそれがなくなったと認められる場合には、早期に指定の解除を行うこと、②仙台市におけ

るタクシー事業者に対して実働車両数の見直し等の経営効率化を図るよう指導を徹底すると

ともに、観光、介護・福祉等の需要拡大を図るよう環境整備を行うなど、仙台市におけるタ

について、要望クシー事業の需給バランスの回復のために実効性のある対策を講ずること

した。

２ の一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案株式会社琉球バス交通

－ －14



申請者である株式会社琉球バス交通は、那覇市、豊見城市他を営業エリアとしている

が、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難になって

きているため、平成１０年６月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を

図ろうとして、一般乗合旅客の上限運賃の変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３１円７

０銭を３８円００銭に改定する等）の認可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年１１月１８日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した

結果、同年１２月９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。

３ 沖縄バス の一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案株式会社

申請者である沖縄バス株式会社は、那覇市、名護市他を営業エリアとしているが、輸

送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難になってきてい

るため、平成１０年６月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろう

として、一般乗合旅客の上限運賃の変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３１円４０銭を

３７円５０銭に改定する等）の認可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年１１月１８日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した

結果、同年１２月９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。

４ 山交バス の一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案株式会社

申請者である山交バス株式会社は、山形市、米沢市他を営業エリアとしているが、輸

送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難になってきてい

るため、平成９年１０月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろう

として、一般乗合旅客の上限運賃の変更（対キロ区間制運賃の基準賃率４１円１０銭を

４７円７０銭に改定する等）の認可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年１１月１８日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した

結果、同年１２月９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。

５ 弘南バス の一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案株式会社

申請者である弘南バス株式会社は、弘前市他を営業エリアとしているが、輸送需要の

－ －15
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減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、

平成９年４月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、一

般乗合旅客の上限運賃の変更（対キロ区間制運賃の基準賃率４２円９０銭を４８円１０

銭に改定する等）の認可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年１１月１８日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した

結果、同年１２月９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。

６ 新潟交通 の一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案株式会社

申請者である新潟交通株式会社は、新潟市他を営業エリアとしているが、輸送需要の

減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難になってきているため、

平成１８年１２月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろうとして、

一般乗合旅客の上限運賃の変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３６円２０銭を４０円７

０銭に改定する等）の認可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年１１月１８日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した

結果、同年１２月９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。

７ 越後交通 の一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可申請事案株式会社

申請者である越後交通株式会社は、長岡市、三条市他を営業エリアとしているが、輸

送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難になってきてい

るため、平成９年１１月１日から実施している現行運賃を改定し、収支の改善を図ろう

として、一般乗合旅客の上限運賃の変更（対キロ区間制運賃の基準賃率３０円４０銭を

３３円８０銭に改定する等）の認可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年１１月１８日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した

結果、同年１２月９日に申請どおり認可することが適当である旨の答申をした。

９ 株式会社ジェイエアからの混雑空港（関西国際空港）運航許可申請事案

申請者である株式会社ジェイエアは、株式会社日本航空インターナショナルが関西

（関西国際空港）～福岡（福岡空港）との間で行っている１日４往復（１１月１日以降

は１日３往復）の運航を引き継ぎ、１日３往復の運航をしようとして混雑空港（関西国



－ －17

際空港）の運航許可申請に及んだものである。

国土交通大臣から平成２０年９月２５日に諮問を受け、当審議会は慎重に審議した結

果、申請者の運航計画に定める発着が関西国際空港の発着調整基準に合致するものと認

められる等、運航計画が航空機の運航の安全上適切なものであると認められること、ま

た、当該路線の運航は、他の本邦航空運送事業者の運航とあいまって多様な輸送網と競

争状態が維持され、利用者利便に資するものであること等、当該混雑空港を適切かつ合

理的に使用するものであると認められることから、同年１０月２１日に申請どおり許可

することが適当である旨の答申をした。



Ⅳ 答申書

１ 旅客自動車

○国土交通省告示第1117号（平成20年９月９日）

国 運 審 第 ２ ０ 号

平成２０年８月２８日

国土交通大臣 谷 垣 禎 一 殿

運輸審議会会長 榊 誠

答 申 書

一般乗用旅客自動車運送事業に係る緊急調整地域の指定について

平２０第５００１号

平成２０年７月２４日付け国自旅第１６９号をもって諮問された上記の事案につ

、 、いては 平成２０年７月２８日から２９日の２日間現地の状況を調査するとともに

平成２０年８月７日参考人からの意見を聴取したほか、当審議会に提出された資料

その他によって審議した結果、次のとおり答申する。

－ －18



主 文

道路運送法第８条第１項の規定に基づき、仙台市を一般乗用旅客自動車運送事業

に係る緊急調整地域に指定することは、平成２０年９月１日から平成２２年８月３

１日までの間に限り認めることが適当である。

理 由

１．国土交通大臣は、平成２０年１月９日から同年８月３１日までの間にわたり緊

急調整地域（道路運送法第８条第１項の一般乗用旅客自動車運送事業に係る緊急

調整地域をいう。以下同じ ）として指定した仙台市（道路運送法施行規則第５。

条に基づき東北運輸局長が定める営業区域の「仙台市」をいう。以下同じ ）に。

ついて、一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力が輸送需要量に対して著しく

過剰となっており、当該供給輸送力が更に増加することにより、輸送の安全及び

旅客の利便を確保することが困難となるおそれがあると認めて、平成２０年９月

１日から平成２３年１月８日までの間（平成２０年１月９日の当初指定から通算

して３年間 、引き続き仙台市を緊急調整地域として指定することを予定してい）

る。

２．緊急調整地域の指定を継続するか否かは、１日１車当たりの実車キロ及び営業

収入が前年度と比較して減少している場合であって、かつ、走行距離当たりの事

故件数及び重大事故件数、一定の安全関係の法令違反件数並びに利用者からの苦

情件数の動向、改善計画の実施状況、その他当該地域の状況を総合的に判断し、

引き続き、輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となるおそれがある

と認められる場合に指定を継続するとする要件が定められている。

また、指定期間については、毎年９月１日を目途に３年を超えない範囲（既指

定地域は当初の指定を受けた日から３年を超えない範囲）内で期間を定めて行う

こととしている。

３．当審議会に提出された資料、所管局から聴取した説明、現地調査、参考人（学

識経験者２人）から聴取した意見等に基づいて検討した結果は、次のとおりであ

る。なお、本件について公聴会開催の申請はなかった。

－ －19
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（１）国土交通大臣が定めた各要件については、

① 平成１９年度の１日１車当たりの実車キロは６６．４キロ、営業収入は２

４，９３６円であり、いずれも平成１８年度と比較して減少している。

② 平成１９年度における走行１００万キロ当たりの重大事故件数は０．０４

５件で前年度に比べ減少しているものの、走行１００万キロ当たりの事故件

数は８．８３２件で、前年度に比べ増加し全国平均を上回っていること。平

成１９年度における法令違反件数は４０件、うち改善基準告示違反は５件、

利用者からの苦情件数は５７件、うち接客態度不良以外の苦情は４８件とな

っており、法令違反件数及び利用者からの苦情件数は、総じて改善の傾向が

。 、 、見られないこと 改善計画の実施状況も 現段階では未実施の取組みも多く

今後さらに取り組みを強化していく必要があることなど、仙台市の状況を総

合的に判断し、輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となるおそ

れがあると認められる場合となっている。

（２）当審議会が行った現地調査においても、仙台市中央部においては、タクシー

の２重駐車問題は解消されたものの、引き続き、供給輸送力過剰によるタクシ

ーの客待ちが安全かつ円滑な交通の支障となる等市民生活、経済活動に悪影響

を及ぼすこととなっていることが確認された。

このような状況のなかで、仙台市、宮城県警等から仙台市を引き続き緊急調

整地域として長期にわたり指定することを期待する意見が出されている。

また、参考人からの意見聴取においても、仙台市におけるタクシーの供給輸

送力は過剰であり、引き続き緊急調整地域として指定すべきである旨の意見が

述べられた。

（３）以上の状況にかんがみると、仙台市は、一般乗用旅客自動車運送事業の供給

輸送力が輸送需要量に対して著しく過剰となっており、当該供給輸送力が更に

増加することにより、輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となる

おそれがあると認められる。このため、国土交通大臣が仙台市を緊急調整地域

として引き続き指定することはやむを得ないものであると認める。

（４）ただし、指定期間については、指定に伴い実施されるタクシー事業構造改善

計画の達成に必要な期間と、営業の自由を制限する極めて権利制限性の強い緊

急調整措置を長期間継続することの問題とを勘案し、平成２０年９月１日から

平成２２年８月３１日までとすることが適当である。

（５）なお、指定期間については、少数意見として 「緊急調整措置が営業の自由、
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を制限する極めて権利制限性の強い措置であり、いたずらに長期にわたり指定

することは適当でないことから、当初の指定から通算して２年間となる平成２

０年９月１日から平成２２年１月８日までとすることが適当である 」との意。

見が出された。

４．当審議会は、国土交通大臣に対し、次の事項について要望する。

（１）国土交通大臣は、仙台市におけるタクシーに係る各種指標等の改善状況及び

タクシー業界の取り組み状況について、１年後を目途に当審議会に報告すると

ともに、対外的にも公表し、輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難

となるおそれがなくなったと認められる場合には、早期に指定の解除を行うこ

と。

（２）仙台市におけるタクシー事業者に対して実働車両数の見直し等の経営効率化

を図るよう指導を徹底するとともに、観光、介護・福祉等の需要拡大を図るよ

う環境整備を行うなど、仙台市におけるタクシー事業の需給バランスの回復の

ために実効性のある対策を講ずること。
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○国土交通省告示第1474号（平成20年12月17日）

国 運 審 第 ３ ０ 号

平成２０年１２月９日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

株式会社琉球バス交通の一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について

平２０第５００２号

平成２０年１１月１８日付け国自旅第２５３号をもって諮問された上記の事案に

ついては、審議した結果、次のとおり答申する。
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主 文

株式会社琉球バス交通の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更に

ついては、次の額を上限として認可することが適当である。

キロ当たり賃率３８円００銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロ

メートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０キロメー

トルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部分については

その０．６５倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１６０円とする。

理 由

１．申請者は、平成１０年６月１日から現行運賃を実施しているものであるが、そ

の後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困

難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろうとし

て、本申請に及んだものである。

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２１年度

の収支状況の見通しは、次のとおりである。

現行運賃による総収入（補助金を含む ）は２ ３８８百万円、適正な運送原。 ,

価は２ ９２３百万円と推定され、差引き５３６百万円の損失を生ずるものと認,

められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助金を含

む ）は２ ７２２百万円となり、差引き２０１百万円の損失を生ずるものと見込。 ,

まれる。

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認め

る。
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国 運 審 第 ３ １ 号

平成２０年１２月９日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

沖縄バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について

平２０第５００３号

平成２０年１１月１８日付け国自旅第２５３号をもって諮問された上記の事案に

ついては、審議した結果、次のとおり答申する。
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主 文

沖縄バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更につ

いては、次の額を上限として認可することが適当である。

キロ当たり賃率３７円５０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロ

メートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０キロメー

トルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部分については

その０．６５倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１６０円とする。

理 由

１．申請者は、平成１０年６月１日から現行運賃を実施しているものであるが、そ

の後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困

難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろうとし

て、本申請に及んだものである。

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２１年度

の収支状況の見通しは、次のとおりである。

現行運賃による総収入（補助金を含む ）は１ ５６８百万円、適正な運送原。 ,

価は２ ０９９百万円と推定され、差引き５３２百万円の損失を生ずるものと認,

められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助金を含

む ）は１ ７８０百万円となり、差引き３２０百万円の損失を生ずるものと見込。 ,

まれる。

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認め

る。
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国 運 審 第 ３ ２ 号

平成２０年１２月９日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

山交バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について

平２０第５００４号

平成２０年１１月１８日付け国自旅第２５３号をもって諮問された上記の事案に

ついては、審議した結果、次のとおり答申する。
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主 文

山交バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更につ

いては、次の額を上限として認可することが適当である。

キロ当たり賃率４７円７０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え１５キロ

メートルまでの間についてはその０．８倍、１５キロメートルを超え３０キロメー

トルまでの間についてはその０．７倍、３０キロメートルを超える部分については

その０．６倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１７０円とする。

理 由

１．申請者は、平成９年１０月１日から現行運賃を実施しているものであるが、そ

の後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困

難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろうとし

て、本申請に及んだものである。

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２１年度

の収支状況の見通しは、次のとおりである。

現行運賃による総収入（補助金を含む ）は１，１２５百万円、適正な運送原。

価は１ ４０６百万円と推定され、差引き２８１百万円の損失を生ずるものと認,

められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助金を含

む ）は１，２４３百万円となり、差引き１６３百万円の損失を生ずるものと見。

込まれる。

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認め

る。
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国 運 審 第 ３ ３ 号

平成２０年１２月９日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

弘南バス株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について

平２０第５００５号

平成２０年１１月１８日付け国自旅第２５３号をもって諮問された上記の事案に

ついては、審議した結果、次のとおり答申する。
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主 文

弘南バス株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更につ

いては、次の額を上限として認可することが適当である。

キロ当たり賃率４８円１０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロ

メートルまでの間についてはその０．９倍、２０キロメートルを超え３０キロメー

トルまでの間についてはその０．８倍、３０キロメートルを超える部分については

その０．７倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１６０円とする。

理 由

１．申請者は、平成９年４月１日から現行運賃を実施しているものであるが、その

後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困難

、 、になってきているため 運賃を改定することにより収支の改善を図ろうとして

本申請に及んだものである。

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２１年度

の収支状況の見通しは、次のとおりである。

現行運賃による総収入（補助金を含む ）は２ ０１６百万円、適正な運送原。 ,

価は２ ４４６百万円と推定され、差引き４３０百万円の損失を生ずるものと認,

められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助金を含

む ）は２ １５２百万円となり、差引き２９４百万円の損失を生ずるものと見込。 ,

まれる。

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認め

る。
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国 運 審 第 ３ ４ 号

平成２０年１２月９日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

新潟交通株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について

平２０第５００６号

平成２０年１１月１８日付け国自旅第２５３号をもって諮問された上記の事案に

ついては、審議した結果、次のとおり答申する。



－ －31

主 文

新潟交通株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更につ

いては、次の額を上限として認可することが適当である。

（１）新潟市内の特定地帯における路線

２２０円均一制運賃とする。

（２）その他の路線

。 、キロ当たり賃率４０円７０銭に基づく対キロ区間制運賃とする ただし

最初の２キロメートルまでの間についてはその２倍、５キロメートルを超

え１０キロメートルまでの間についてはその０．９倍、１０キロメートル

を超え１５キロメートルまでの間についてはその０．８倍、１５キロメー

トルを超える部分についてはその０．７倍の賃率を適用するものとし、ま

た、初乗運賃は、１７０円とする。

理 由

１．申請者は、平成１８年１２月１日から現行運賃を実施しているものであるが、

その後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが

困難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろうと

して、本申請に及んだものである。

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２１年度

の収支状況の見通しは、次のとおりである。

現行運賃による総収入（補助金を含む ）は５ ０４７百万円、適正な運送原。 ,

価は５ ９８０百万円と推定され、差引き９３３百万円の損失を生ずるものと認,

められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助金を含

む ）は５ ４２９百万円となり、差引き５５２百万円の損失を生ずるものと見込。 ,

まれる。

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認める。
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国 運 審 第 ３ ５ 号

平成２０年１２月９日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

越後交通株式会社の一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について

平２０第５００７号

平成２０年１１月１８日付け国自旅第２５３号をもって諮問された上記の事案に

ついては、審議した結果、次のとおり答申する。
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主 文

越後交通株式会社の申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の変更につ

いては、次の額を上限として認可することが適当である。

キロ当たり賃率３３円８０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、最初

の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超え２０キロ

メートルまでの間についてはその０．７５倍、２０キロメートルを超え３０キロメ

ートルまでの間についてはその０．７倍、３０キロメートルを超える部分について

はその０．６倍の賃率を適用するものとし、また、初乗運賃は、１７０円とする。

理 由

１．申請者は、平成９年１１月１日から現行運賃を実施しているものであるが、そ

の後、輸送需要の減少及び燃料費の高騰等により、収支の均衡を保つことが困

難になってきているため、運賃を改定することにより収支の改善を図ろうとし

て、本申請に及んだものである。

２．当審議会に提出された資料その他によって検討した結果、新運賃算定の基礎と

なるべき地域別標準原価方式による適正な運送原価（能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたもの）に基づく平年度である平成２１年度

の収支状況の見通しは、次のとおりである。

現行運賃による総収入（補助金を含む ）は１ ６２８百万円、適正な運送原。 ,

価は２ ０９９百万円と推定され、差引き４７０百万円の損失を生ずるものと認,

められる。これに対し、運賃を主文のとおり改定すれば、総収入（補助金を含

む ）は１ ７３６百万円となり、差引き３６３百万円の損失を生ずるものと見込。 ,

まれる。

３．以上により、本申請は、道路運送法第９条第２項の基準に適合するものと認め

る。
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２ 航 空

○国土交通省告示第1316号（平成20年10月30日）

国 運 審 第 ２ ６ 号

平成２０年１０月２１日

国土交通大臣 金 子 一 義 殿

運輸審議会会長 竹 田 正 興

答 申 書

株式会社ジェイエアからの混雑空港運航許可申請について

平２０第９００１号

平成２０年９月２５日付け国空事第４８７号をもって諮問された上記の事案につ

いては、審議した結果、次のとおり答申する。
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主 文

株式会社ジェイエアの申請に係る混雑空港（関西国際空港）を使用して運航を

行うことについては、許可することが適当である。

理 由

１．申請者は、関西（関西国際空港）～福岡（福岡空港）間において国内定期航空

運送事業を経営するため、本件申請に及んだものである。

申請者の運航計画によれば、当該路線において平成２１年２月１日からボンバ

ルディア式ＣＬ－６００－２Ｂ１９型機を使用し、１日３往復の運航を行おう

とするものである。

２．当審議会に提出された資料、所管局から聴取した説明等に基づいて検討した結

果は、次のとおりである。

（１）関西国際空港においては、発着規制として、１時間の発着回数について４０

回と定めるなどの発着調整基準が設けられている。

申請者の運航計画に定める関西国際空港での発着は、他の本邦航空運送事業

者を含む同空港の時間帯ごとの使用状況等から判断すれば、この発着調整基

準に合致するものと認められる。

また、申請者の運航計画は、同空港における航空機整備等の所要時間及び

環境対策の観点から発着規制をしている福岡空港の利用可能時間からも妥当

なものであり、前記発着調整基準に反するおそれはないものと認められる。

以上により、申請者の運航計画は、航空機の運航の安全上適切なものと認

められる。

２ 当該路線では 現在 株式会社日本航空インターナショナルが１日４往復 １（ ） 、 、 （

１月１日以降は１日３往復）及び全日本空輸株式会社が１日４往復の運航を

行っている。

このうち申請者は株式会社日本航空インターナショナルがダグラス式ＭＤ

８１型機等により運航している当該路線の運航を引き継ぎ、ボンバルディア

式ＣＬ－６００－２Ｂ１９型機により１日３往復の運航を行おうとするもの

である。

申請者の運航計画によれば、日本航空グループとして、使用機材の小型化

等により座席供給量は減少するが、これまで当該路線の供給輸送力に対する

利用率の著しい減少傾向の中にあって、関西国際空港の国際拠点空港として
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の役割等をも踏まえ、１日３往復の運航が維持されるものである。

さらに、新たに関西国際空港発福岡空港行きの朝便及び福岡空港発関西国

際空港行きの夜便を設定して、利用者の利便性に配慮した運航ダイヤの改正

も行われるものである。

これらは、他の本邦航空運送事業者の運航とあいまって、多様な輸送網と

競争状態が維持され、利用者利便に資するものであること等を勘案すると、

本件申請は関西国際空港を適切かつ合理的に使用するものであると認められ

る。

３．以上に掲げる理由により、本件申請は航空法第１０７条の３第３項各号に掲げ

る基準に適合するものと認める。



Ⅴ 運輸審議会意見聴取の概要

○一般乗用旅客自動車運送事業に係る緊急調整地域の指定

開催月日 開催場所 主 宰 出 席 者 氏 名 及 び 職 名 備 考

８月７日 運輸審議会 運輸審議会 稲村 肇 東北大学大学院 参 考 人

審議室 情報科学研究科教授

浅見 博幸 株式会社仙台放送解説員 参 考 人

Ⅵ 軽微認定事案

○鉄道の旅客運賃の上限設定の認可

認定月日 申 請 者 事 案 の 内 容

８月26日 阪神電気鉄道株式会社 阪神なんば線開業に伴う旅客運賃（加算

運賃）の上限設定の認可

○一般乗合旅客自動車運送事業の上限運賃変更認可

認定月日 申 請 者 事 案 の 内 容

12月９日 那覇バス株式会社 １．那覇市内の特定地帯における路線

現行２００円均一制運賃を、２２０円

均一制運賃に変更

２．その他の路線

現行の基準賃率２９円７０銭に基づく

対キロ区間制運賃（初乗運賃１４０円）

を、基準賃率３４円１０銭に基づく対キ

ロ区間制運賃（初乗運賃１６０円）に変

更

12月９日 東陽バス株式会社 現行の基準賃率３０円４０銭に基づく対

キロ区間制運賃（初乗運賃１４０円）を、

基準賃率３５円４０銭に基づく対キロ区間

制運賃（初乗運賃１６０円）に変更

12月９日 新潟交通観光バス株式会社 現行の基準賃率３４円８０銭に基づく対

キロ区間制運賃（ただし、最初の２キロま

ではその２倍、１０キロを超え２０キロま
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ではその０．８倍、２０キロを超え３０キ

ロまではその０．７倍、３０キロを超える

部分はその０．６倍、初乗運賃１５０円）

を、基準賃率４０円７０銭に基づく対キロ

区間制運賃（ただし、最初の２キロまでは

その２倍、５キロを超え１０キロまではそ

の０．９倍、１０キロを超え１５キロまで

はその０．８倍、１５キロを超える部分は

その０．７倍、初乗運賃１７０円）に変更

12月９日 高知県交通株式会社 現行の基準賃率４２円６０銭に基づく対

キロ区間制運賃（ただし、最初の２キロま

ではその２倍、１５キロを超え３０キロま

ではその０．８倍、３０キロを超える部分

はその０．７倍、初乗運賃１３０円）を、

基準賃率４６円８０銭に基づく対キロ区間

制運賃（ただし、最初の２キロまではその

２倍、１０キロを超え２０キロまではその

０．９倍、２０キロを超え３０キロまでは

その０．８倍、３０キロを超える部分はそ

の０．７倍、初乗運賃１４０円）に変更

○港湾区域の変更認可

認定月日 申 請 者 事 案 の 内 容

12月16日 茨城県 常陸那珂港に係る港湾区域の変更認可

Ⅶ 部会

○運輸安全確保部会

審議月日 事 案 の 内 容 開催場所

10月23日 運輸安全マネジメント制度導入２周年を迎えて 国土交通省 ２号館16階

（運輸安全マネジメント評価実施状況報告） 会議室

（備考）１．平成18年８月３日付け答申「安全管理規程に係る報告徴収又は立入検査の実施に係る

基本的な方針の策定」事案のフォローアップ

２．運輸審議会本審議会・運輸安全確保部会合同会議として開催
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月 日 事 案 名 説 明 部 局 等

7 月 1 日 大手民鉄１６社の平成１９年度決算概要等について 鉄 道 局

7 月 8 日 「軽微な事案」について 運 輸 審 議 会 事 務 局

7 月 10 日 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）に係る緊急調整地域の指定等について 自 動 車 交 通 局

7 月 17 日 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）に係る緊急調整地域の指定等について 自 動 車 交 通 局

7 月 22 日 平成２０年版交通安全白書について 総 合 政 策 局

7 月 29 日 国土交通月例経済（平成２０年５月・６月）について 総 合 政 策 局

9 月 2 日 平成１９年度観光白書について 総 合 政 策 局

9 月 4 日 平成２０年版海事レポートについて 海 事 局

9 月 11 日 国土交通月例経済（平成２０年７月・８月）について 総 合 政 策 局

9 月 16 日 平成１９年度乗合バス事業の収支状況について 自 動 車 交 通 局

9 月 18 日 国土交通政策のこれからの方向性（重点政策）について 総 合 政 策 局

10 月 2 日 運輸審議会の組織改編について 運 輸 審 議 会 審 理 室

10 月 9 日 ＪＲ７社の平成１９年度決算及び平成２０年度事業計画について 鉄 道 局

Ⅷ　説明聴取事案
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10月28日 航空輸送の安全にかかわる情報について 航 空 局

10月30日 鉄軌道輸送の安全にかかわる情報について 鉄 道 局

11 月 4 日 海上輸送の安全にかかわる情報の公表について 海 事 局

11 月 6 日 自動車交通分野における安全対策について 自 動 車 交 通 局

11月11日 運輸安全委員会の発足について 運 輸 安 全 委 員 会 事 務 局

11月13日 平成１９年度のＪＲ旅客会社、大手民鉄及び地下鉄事業者の基準単価・基準コストについて 鉄 道 局

11月13日 特急ロマンスカーＭＳＥの概要について
鉄 道 局

小田急電鉄㈱、東京地下鉄㈱

11月20日 国土交通月例経済（平成２０年９月・１０月）について 総 合 政 策 局

11月25日 乗合バスの運賃について 自 動 車 交 通 局

12月16日 小規模事業者に対する効果的かつ効率的な評価の実施のためのガイドラインの策定等について 大臣官房運輸安全監理官

12月18日
タクシー事業を巡る諸問題への対策について
  （タクシー事業を巡る諸問題に関する検討ワーキンググループ答申案）

自 動 車 交 通 局

12月18日
小規模事業者に対する効果的かつ効率的な評価の実施のためのガイドライ
ンの策定について運輸審議会運輸安全確保部会を活用することについて

運 輸 審 議 会 審 理 室

12月25日 空港の設置及び管理に関する基本方針（航空分科会取りまとめ）について 航 空 局
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Ⅸ 委員の構成等

○委員

平成２０年１２月３１日現在の運輸審議会委員は、次のとおりである。

区 分 氏 名

運 輸 審 議 会 会 長 竹 田 正 興

会 長 の 職 務 を 代 理 す る 常 勤 の 委 員 大 屋 則 之

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 榊 誠

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 廻 洋 子

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 保 田 眞紀子

運 輸 審 議 会 委 員（非 常 勤） 島 村 勝 巳

（備考）

１．運輸審議会会長及び会長の職務を代理する常勤の委員の互選が行われ、平

成20年10月１日付けで、次のとおり選任された。

運 輸 審 議 会 会 長 竹 田 正 興

会長の職務を代理する常勤の委員 大 屋 則 之

２．国土交通省設置法の改正（平成20年10月１日施行）により、運輸審議会の

委員構成（常勤・非常勤）が、次のとおり変更された。

常勤委員 ２名（従前４名）

非常勤委員 ４名（従前２名）

○運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員

平成２０年１２月３１日現在の運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員は、次

のとおりである。

区 分 氏 名

運 輸 安 全 確 保 部 会 部 会 長 竹 田 正 興

部 会 長 の 職 務 を 代 理 す る 委 員 大 屋 則 之

委 員 島 村 勝 巳

専 門 委 員 河 内 啓 二

専 門 委 員 酒 井 一 博

専 門 委 員 髙 巖

専 門 委 員 谷 口 綾 子

専 門 委 員 中 條 武 志

専 門 委 員 芳 賀 繁

専 門 委 員 村 山 義 夫
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○事案処理職員

平成２０年１２月３１日現在の事案処理職員は、次のとおりである。

官 職 氏 名

大臣官房参事官（運輸審議会審理室長） 小 室 充 弘

大臣官房企画官 江 崎 伸 児

－ 41 －



～ 付 録 ～
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木 村 隆 規 24.  6.13 ～ 27.  6.12 平 井 好 一 24.  6.13 ～ 26.  8.21 岡 田 信 次 24.  6.13 ～ 25.  2.20

木 村 隆 規 27.  6.13 ～ 30.  6.12 三 村 令二郎 26.12.  1 ～ 27.  6.12 冨 山 清 憲 25.  2.20 ～ 26.  6.12

青 盛 忠 雄 30.  6.13 ～ 33.  6.12 三 村 令二郎 27.  6.13 ～ 30.  6.12 冨 山 清 憲 26.  6.13 ～ 29.  6.12

青 盛 忠 雄 33.  7.  9 ～ 34.  9.22 有 澤 滋 30.  6.13 ～ 33.  6.12 岩 村 勝 29.  6.16 ～ 32.  6.15

波 多 敏 夫 34.  9.22 ～ 35.12.13 加 藤 閲 男 33.12.19 ～ 36.12.18 岩 村 勝 32.  6.16 ～ 35.  6.15

相 良 千 明 35.12.23 ～ 36.  7.  8 菊 川 孝 夫 37.  2.23 ～ 40.  2.22 片 岡 義 信 35.  7.23 ～ 37.  9.16

相 良 千 明 36.  7.11 ～ 39.  7.10 菊 川 孝 夫 40.  2.23 ～ 43.  2.22 中大路 俊 安 37.10.12 ～ 38.  6.21

相 良 千 明 39.  7.14 ～ 42.  7.13 鈴 木 清 43.  4.16 ～ 46.  4.15 吾孫子 豊 39.  2.21 ～ 42.  2.20

石 塚 秀 二 42.  7.14 ～ 45.  7.13 鈴 木 清 46.  4.16 ～ 49.  4.15 吾孫子 豊 42.  6.24 ～ 45.  6.23

石 塚 秀 二 45.  7.14 ～ 48.  7.13 野 間 千代三 49.  5.28 ～ 52.  1.26 堀 口 大 八 45.  6.24 ～ 48.  6.23

山 田 明 吉 48.11.16 ～ 50.  4.  2 内 藤 良 平 52.  3.22 ～ 52.  5.27 吉 田 善次郎 48.  7.  6 ～ 51.  7.  5

杉 本 行 雄 50.  4.  2 ～ 51.11.15 内 藤 良 平 52.  5.28 ～ 55.  5.27 吉 田 善次郎 51.  7.  6 ～ 54.  7.  5

杉 本 行 雄 51.11.16 ～ 54.11.15 内 藤 良 平 55.  5.28 ～ 58.  5.27 小 林 正 興 54.  7.  6 ～ 57.  7.  5

亀 山 信 郎 54.11.20 ～ 57.11.19 渡 辺 芳 男 58.  5.28 ～ 61.  5.27 小 林 正 興 57.  7.  6 ～ 60.  7.  5

亀 山 信 郎 57.11.20 ～ 60.11.19 渡 辺 芳 男 61.  5.28 ～ 63.12.31 横 田 不二夫 60.  7.  6 ～ 63.  7.  5

隅 健 三 60.11.29 ～ 63.11.28 平 四 郎 64.  1.  1 ～ 1.  5.27 横 田 不二夫 63.  7.  6 ～ 3.  7.  5

隅 健 三 63.11.29 ～ 3.11.28 平 四 郎 1.  6.  9 ～ 2.11.  3 植 村 香 苗 3.  7.  6 ～ 6.  7.  5

飯 島 篤 3.11.29 ～ 6.11.28 黒 川 武 2.11.  3 ～ 4.  6.  8 石 川 雅 嗣 6.  7.  6 ～ 9.  7.  5

飯 島 篤 6.12.  2 ～ 9.12.  1 黒 川 武 4.  6.19 ～ 7.  6.18 石 川 雅 嗣 9.  7.  6 ～ 12.  7.  5

前 田 喜代治 9.12.  2 ～ 12.12.  1 黒 川 武 7.  6.19 ～ 10.  6.18 桑 原 博 12.  7.  6 ～ 15.  7.  5

前 田 喜代治 12.12.  2 ～ 15.12.  1 瀧 田 あゆち 10.11.  1 ～ 13.10.31 榊 誠 15.  7.  6 ～ 18.  7.  5

竹 田 正 興 15.12.  2 ～ 18.12.  1 三 橋 滋 子 13.11.  1 ～ 16.10.31 榊 誠 18.  7.  6 ～

竹 田 正 興 18.12.  2 ～ 廻 洋 子 16.11.  1 ～ 19.10.31

廻 洋 子 19.11.14 ～

栢 原 語 六 24.  6.13 ～ 26.  6.12 太 田 三 郎 24.  6.13 ～ 25.  6.12 松 浦 薫 24.  6.13 ～ 25.  6.12

栢 原 語 六 26.  6.13 ～ 29.  6.12 太 田 三 郎 25.  6.13 ～ 28.  6.12 松 浦 薫 25.  6.13 ～ 28.  6.12

中 島 登喜治 29.  6.16 ～ 32.  6.15 太 田 三 郎 28.  7.31 ～ 29.12.16 松 浦 薫 28.  7.31 ～ 31.  7.30

中 島 登喜治 32.  6.16 ～ 35.  6.15 三 村 令二郎 30.  6.13 ～ 31.  7.30 深 水 六 郎 31.  8.  4 ～ 33.  3.31

谷 村 唯一郎 35.  8.  5 ～ 38.  8.  4 武 田 元 31.  8.  4 ～ 34.  8.  3 青 柳 一 郎 33.  7.  9 ～ 34.  8.  3

谷 村 唯一郎 38.  8.  9 ～ 41.  8.  8 武 田 元 34.  8.11 ～ 37.  8.10 青 柳 一 郎 34.  8.11 ～ 37.  8.10

木 内 曾 益 41.10.21 ～ 44.10.20 長 井 實 行 37.  9.  3 ～ 40.  9.  2 青 柳 一 郎 37.  9.  3 ～ 40.  9.  2

木 内 曾 益 44.11.  4 ～ 47.11.  3 長 井 實 行 40.  9.14 ～ 43.  9.13 佐 野 廣 40.  9.14 ～ 43.  9.13

津 田 實 47.11.  4 ～ 50.11.  3 荒 船 清 一 43.10.18 ～ 46.10.17 佐 野 廣 43.10.  1 ～ 44.  3.31

津 田 實 50.12.25 ～ 53.12.24 荒 船 清 一 46.10.22 ～ 49.10.21 仲 原 善 一 44.  5.10 ～ 46.  9.30

高 橋 正 八 53.12.25 ～ 56.12.24 宮 崎 清 文 49.11.20 ～ 52.11.19 仲 原 善 一 46.10.12 ～ 49.10.11

高 橋 正 八 56.12.25 ～ 59.12.24 宮 崎 清 文 52.11.20 ～ 55.11.19 白 井 勇 49.10.25 ～ 52.10.24

安 田 道 夫 59.12.25 ～ 62.12.24 國 島 文 彦 55.11.20 ～ 58.11.19 岡 本 悟 52.10.28 ～ 55.10.27

安 田 道 夫 62.12.25 ～ 2.12.24 國 島 文 彦 58.11.20 ～ 61.11.19 岡 本 悟 55.10.29 ～ 58.10.28

石 山 陽 2.12.25 ～ 5.12.24 柳 井 乃武夫 61.11.20 ～ 1.11.19 降 矢 敬 雄 58.10.29 ～ 61.10.28

石 山 陽 5.12.25 ～ 8.12.24 柳 井 乃武夫 1.11.20 ～ 4.11.19 降 矢 敬 雄 61.10.29 ～ 1.10.28

村 田 恒 8.12.25 ～ 11.12.24 吉 武 秀 夫 4.11.20 ～ 7.11.19 植 木 光 教 1.11.  2 ～ 4.11.  1

村 田 恒 11.12.25 ～ 13.  9.30 大 堀 太千男 7.11.20 ～ 10.11.19 植 木 光 教 4.11.  2 ～ 7.11.  1

田 島 優 子 13.11.  1 ～ 14.12.24 大 堀 太千男 10.11.20 ～ 12.  7.  5 梶 原 清 7.11.  2 ～ 10.11.  1

田 島 優 子 14.12.25 ～ 17.12.24 小 野 孝 12.  7.  6 ～ 13.11.19 佐々木 建 成 10.11.  2 ～ 13.11.  1

保 田 眞紀子 18.  2.14 ～ 小 野 孝 13.11.20 ～ 16.11.19 佐々木 建 成 13.11.  2 ～ 16.11.  1

小 野 孝 16.11.20 ～ 18.  7.  5 長 尾 正 和 16.11.　2 ～ 19.11.  1

大 屋 則　　之 18. 7.  6 ～ 19.11.19 島　村 勝　巳 20.  2.13 ～

大 屋 則　　之 19.11.20 ～

氏　　　名 在任期間

○運輸審議会委員在任表

在任期間

平成２０年１２月３１日現在

（注）在任期間欄［左：発令年月日～右：任期満了日］

氏　　　名 在任期間

氏　　　名 在任期間

氏　　　名 在任期間 氏　　　名 在任期間

氏　　　名
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○運輸審議会首席審理官在任表

平成２０年１２月３１日現在

氏　　　名 在任期間

吉 田 孝 雄 63.  6.10 1.  6.  9

伊 東 弘 之 1.  6.  9 3.  7.  1

小 西 正 弘 3.  7.  1 4.  6.23

石 坂 幸 夫 4.  6.23 5.  7.11

鈴 木 光 男 5.  7.11 7.  6.23

小 島 充 嗣 7.  6.23 9.  7.  1

中 西 基 員 9.  7.  1 11.  7.14

齊 籐 孝 雄 11.  7.14 13.  7.  6

萩 原 博 美 13.  7.  6 15.  7.18

長 江 孝 美 15.  7.18 16.  6.30

惟 村 正 弘 16.  7.  1 17.  8.12

有 野 一 馬 17.  8.12 18.  7.11

伊 藤 松 博 18.  7.11 20.  7.  4

最勝寺 潔 20.  7.  4 20.  9.30

小 室 充 弘 20.10.  1～

（注）平成元年以降の「首席審理官」を掲載。また、平成２０年１０月１日からは「運輸審議会審理室長」を掲載。
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